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1.  平成23年11月期第1四半期の連結業績（平成22年12月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年11月期第1四半期 15,919 0.1 598 68.4 608 50.3 105 △38.3

22年11月期第1四半期 15,898 △1.9 355 △6.8 404 △2.7 171 12.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年11月期第1四半期 642.21 ―

22年11月期第1四半期 1,097.32 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年11月期第1四半期 22,811 8,929 39.1 54,215.07
22年11月期 23,213 8,904 38.4 54,061.57

（参考） 自己資本  23年11月期第1四半期  8,929百万円 22年11月期  8,904百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年11月期 ― 500.00 ― 500.00 1,000.00

23年11月期 ―

23年11月期 
（予想）

500.00 ― 500.00 1,000.00

3.  平成23年11月期の連結業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

31,920 0.3 690 21.4 753 15.1 139 △34.2 847.86

通期 62,819 0.7 1,136 13.9 1,247 14.3 301 3.4 1,828.45



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりますが、この四半期決算短信においては、金融商品取引法に基づく四半
期レビュー手続きの対象外となっております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。 
実際の業績には、業況の変化等により上記予想数値と異なる場合があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.5「その他の情報」をご覧下さい。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年11月期1Q 167,702株 22年11月期 167,702株

② 期末自己株式数 23年11月期1Q 2,993株 22年11月期 2,993株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年11月期1Q 164,709株 22年11月期1Q 156,209株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府主導の景気回復策が寄与し、底打ち感が見られるもの

の、雇用並びに所得環境等は改善の遅れもあり、個人消費等において節約志向が定着した状況で推移してまいりま

した。 

 小売業界におきましては、依然として厳しい環境は続いておりますが、次第に回復の兆しが見えてまいりまし

た。 

 このような状況の中、消費者の節約志向に対応するために、当社は引き続きお客様の支持が得られるような商品

開発に努めるとともに、商品の品質向上に注力してまいりました。また、地域特性を生かした店舗作りを目指し、

地域担当制による個別店舗毎の対応の強化を継続的に推進してまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は、前年同期比21百万円の微増となり、概ね予想通り推移いたし

ました。また、粗利益の維持並びにロス削減等に努めた結果、売上総利益は前年同期比0.3％増となりました。 

 また、経費削減プロジェクトチームをつくるなど、全社的にコスト削減策を実施し、販売費及び一般管理費が前

年同期比で２億25百万円減少したことなどが寄与し、営業利益は前年同期比２億42百万円増加いたしました。 

 なお、店舗数の推移は当第１四半期連結会期間において退店が先行したため、出店７店舗、退店27店舗となり、

当第１四半期連結会計期間末の店舗数は823店舗となっております。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は売上高159億19百万円、営業利益５億98百万円、経常利益６億

８百万円、四半期純利益１億５百万円となりました。売上高の構成は、直営店売上高141億２百万円（構成比率

88.6％、前年同期比100.2％）、ＦＣ店売上高17億52百万円（構成比率11.0％、同比98.7％）、その他売上高64百

万円（構成比率0.4％、同比136.2％）であります。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の連結財政状態は、前連結会計年度末と比較して総資産は４億１百万円減少し228

億11百万円、また負債は４億27百万円減少し138億81百万円となりました。純資産は前連結会計年度末と比較して

25百万円増加し89億29百万円となり、自己資本比率は39.1％となりました。  

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により３億30百万

円増加、投資活動により１億99百万円減少、財務活動により２億82百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末残

高24億55百万円と前連結会計年度末比１億54百万円減少となりました。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は３億30百万円。 

 税金等調整前四半期純利益２億92百万円に対して、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額２億50百万円、減

価償却費２億13百万円、たな卸資産の減少額３億28百万円、未収入金の減少額１億96百万円等が加算項目となりま

した。一方、仕入債務の減少額６億89百万円、その他の資産の減少額１億28百万円、法人税等の支払額４億33百万

円等が減算項目となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は１億99百万円。 

 主な内訳は、新規出店及び既存店改装による有形固定資産の取得による支出１億15百万円、敷金及び保証金の差

入による支出67百万円等であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により減少した資金は２億82百万円。 

 内訳は、長期借入金の返済による支出２億27百万円、配当金の支払額54百万円であります。 

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年11月期の業績予想につきましては、第１四半期における業績が概ね計画通り推移しているため、現時点

では平成23年１月13日に発表いたしました予想から変更はありません。 

  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（１）重要な子会社の異動の概要 

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① たな卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな

卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

  

② 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

  

③ 税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ31,723千円減少、税金等調整前四半期純利益は、252,781千円

減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は628,309千円であります。 

  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,460,701 2,615,032

受取手形及び売掛金 299,876 387,331

商品 6,233,444 6,562,500

未収入金 1,583,755 1,824,271

その他 1,260,465 455,847

貸倒引当金 △15,996 △18,848

流動資産合計 11,822,247 11,826,135

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,352,767 3,068,973

その他（純額） 1,817,984 1,904,124

有形固定資産合計 5,170,752 4,973,097

無形固定資産 95,066 103,575

投資その他の資産   

敷金及び保証金 4,580,346 4,609,828

その他 1,262,320 1,822,314

貸倒引当金 △119,117 △121,402

投資その他の資産合計 5,723,548 6,310,740

固定資産合計 10,989,367 11,387,413

資産合計 22,811,615 23,213,548

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,445,120 8,136,164

1年内返済予定の長期借入金 909,600 909,600

未払法人税等 314,707 483,252

賞与引当金 92,171 －

資産除去債務 9,454 －

その他 1,954,201 1,416,200

流動負債合計 10,725,255 10,945,217

固定負債   

長期借入金 1,014,400 1,241,800

退職給付引当金 484,177 423,780

資産除去債務 604,802 －

負ののれん 618,899 628,420

その他 434,370 1,069,902

固定負債合計 3,156,650 3,363,904

負債合計 13,881,905 14,309,122



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,028,304 3,028,304

資本剰余金 3,065,674 3,065,674

利益剰余金 3,135,806 3,112,382

自己株式 △277,017 △277,017

株主資本合計 8,952,766 8,929,343

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,067 △2,431

為替換算調整勘定 △21,989 △22,485

評価・換算差額等合計 △23,057 △24,917

純資産合計 8,929,709 8,904,426

負債純資産合計 22,811,615 23,213,548



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 15,898,128 15,919,590

売上原価 10,088,466 10,092,846

売上総利益 5,809,661 5,826,744

販売費及び一般管理費 5,454,633 5,228,729

営業利益 355,028 598,014

営業外収益   

受取事務手数料 18,717 19,130

デリバティブ評価益 13,647 －

負ののれん償却額 19,249 9,521

その他 7,330 6,883

営業外収益合計 58,945 35,535

営業外費用   

支払利息 7,043 9,594

為替差損 － 6,827

雑損失 2,214 7,291

その他 － 1,689

営業外費用合計 9,258 25,403

経常利益 404,714 608,145

特別利益   

受取補償金 21,230 56,342

その他 － 2,911

特別利益合計 21,230 59,254

特別損失   

固定資産除却損 12,802 95,990

減損損失 16,443 28,259

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 250,277

その他 971 730

特別損失合計 30,217 375,258

税金等調整前四半期純利益 395,728 292,141

法人税等 224,316 186,363

少数株主損益調整前四半期純利益 － 105,777

少数株主利益 － －

四半期純利益 171,412 105,777



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 395,728 292,141

減価償却費 182,746 213,131

減損損失 16,443 28,259

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 250,277

負ののれん償却額 △19,249 △9,521

長期前払費用償却額 8,722 9,301

貸倒引当金の増減額（△は減少） 105,932 △5,136

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22,746 60,396

賞与引当金の増減額（△は減少） 102,611 92,171

受取利息及び受取配当金 △268 △804

支払利息 7,043 9,594

為替差損益（△は益） △1,712 2,289

デリバティブ評価損益（△は益） △13,647 1,689

固定資産除却損 3,346 40,414

長期前払費用償却費（特別損失） 971 730

売上債権の増減額（△は増加） 71,793 87,455

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,732 328,381

仕入債務の増減額（△は減少） 2,422,621 △689,509

未収入金の増減額（△は増加） △61,881 196,440

未払金の増減額（△は減少） 160,394 472

その他の資産の増減額（△は増加） 136,022 △128,131

その他の負債の増減額（△は減少） △341,192 △12,121

小計 3,190,441 767,922

利息及び配当金の受取額 251 249

利息の支払額 △7,043 △4,066

法人税等の支払額 △174,833 △433,677

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,008,815 330,428

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △311,385 △115,049

無形固定資産の取得による支出 △28,617 －

資産除去債務の履行による支出 － △37,481

貸付金の回収による収入 3,529 498

長期前払費用の取得による支出 △9,340 △11,480

出資金の払込による支出 △1,089 －

敷金及び保証金の差入による支出 △133,003 △67,988

敷金及び保証金の回収による収入 7,640 32,374

投資活動によるキャッシュ・フロー △472,267 △199,127



（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 －

長期借入金の返済による支出 △53,600 △227,400

リース債務の返済による支出 △61,743 －

配当金の支払額 △51,791 △54,729

財務活動によるキャッシュ・フロー 332,864 △282,129

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,395 △3,505

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,872,808 △154,333

現金及び現金同等物の期首残高 867,712 2,609,966

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,740,521 2,455,632



 該当事項はありません。  

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日）及び前第１四半期連結会計期間 

（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

 当社及び連結子会社の事業は、日用雑貨及び加工食品の小売店舗チェーン展開を主たる目的とした単一事業であ

ります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日）及び前第１四半期連結会計期間 

（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

〔海外売上高〕 

 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日）及び前第１四半期連結会計期間 

（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

 （「東日本大震災」が及ぼす影響について） 

 平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」により、東北地方及び関東地方で営業している当社の店舗におい

て、器物の落下等による破損等の被害が発生しております。被害を受けた資産の主なものは、建物及び構築物、工

具、器具及び備品、並びにたな卸資産等であり、損害額については現在調査中であります。 

 また、今後の余震や関東地方を中心に実施される計画停電の状況次第では、一部店舗が通常通りの営業ができな

いおそれがあります。 

 なお、平成23年４月14日現在、地震の被害による休業店舗は、全815店舗中、東北地方10店舗、関東地方２店舗

であります。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）重要な後発事象

（７）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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